
2019年12月13日

(一財）全国地域情報化推進協会

GIS・防災・教育に係る標準化の取組

資料 1第４回自治体システムデータ連携標準検討会
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委員会体制

標準推進委員会

・アドバイザー︓東京⼤学教授 須藤修(全般)、東京⼯業⼤学教授 ⼤⼭永昭(全般)、東京⼤学教授 柴崎亮介(GIS)、
鳴⾨教育⼤学准教授 藤村裕⼀(教育・校務)、東京⼤学教授 ⽬⿊公郎(防災)

標準仕様WG

技術標準TF リーダー︓富⼠通

準拠確認及び相互接続性検討TF リーダー︓⽇⽴

⾃治体業務標準化TF リーダー︓NEC

防災情報共有標準化TF リーダー︓NTT⻄⽇本

ＧＩＳWG G空間及びGIS活⽤検討TF リーダー︓パスコ

GIS-防災・業務ｼｽﾃﾑ連携TF リーダー︓富⼠通

教育・校務WG 校務標準化TF リーダー︓NTT-LS

教育ICT環境整備検討TF リーダー︓富⼠通

ICT利活⽤
地域イノベーション委員会

・アドバイザー︓筑波技術⼤学教授 須⽥裕之(地域情報化)、愛媛⼤学教授 坂本世津夫(地域情報化)、
国際⼤学GLOCOM准教授 庄司昌彦(クラウド・データ利活⽤)、中央⼤学教授 実積寿也(Wi-Fi)、
MEDIS理事⻑ ⼭本隆⼀(医療)

インフラ・プラットフォームWG Wi-Fi等地域ICT環境整備TF リーダー︓NECﾈｯﾂｴｽｱｲ

クラウド・データ利活⽤検討TF

ICT利活⽤WG
イノベーションモデル創造検討会議
⾃治体CIO育成研修
IoT⼈材育成PT
官⺠データ活⽤計画策定PT

リーダー︓NTT-AT

委員⻑ 東京⼤学名誉教授 ⿑藤忠夫 副委員⻑ 北九州市、⽇⽴製作所

委員⻑ 早稲⽥⼤学教授 三友仁志 副委員⻑ 徳島県、千葉市、NTTコム

主査︓富⼠通

主査︓国際航業

主査︓富⼠通

主査︓東⼤ 森川教授

主査︓茨城⼤ 後藤教授

・「地域情報プラットフォーム」
標準仕様の策定、管理、改訂

・諸課題への対応、普及促進活動
・標準化が必要となった案件は随時、

標準推進委員会へ移管



2

0
200
400
600
800

1000
1200
1400
1600
1800

23
50

191
336

494 599 667
793

920
1068

1282

26
55

60

70

80
92

106
121

129

140

150

1 10
18

23
31

37
52

60

69

78

88

24
40

60

60

97

106

110

1
2

2

2
6

7

8

18

11

16登
録
ユ
ニ
ッ
ト
製
品
数

避難行動要支援者名簿及び被災者台帳管理ユニットへの情報提供
団体内統合宛名
防災
教育
GIS
サービス基盤

50 115
269 429

629
769

887

1036
1217

地域情報プラットフォーム準拠登録製品数

◆準拠登録状況(2019年４月１日現在)

項番 業務ユニット 製品数

1 住民基本台帳 83

2 印鑑登録 75

3 選挙人名簿管理 14

4 固定資産税 65

5 個人住民税 67

6 法人住民税 66

7 軽自動車税 70

8 収滞納管理 71

9 国民健康保険 54

10 国民年金 67

11 障害者福祉 21

12 後期高齢者医療 26

13 介護保険 28

14 児童手当 28

15 生活保護 18

16 乳幼児医療 40

17 ひとり親医療 40

18 健康管理 18

19 就学 22

20 戸籍 11

21 児童扶養手当 17

22 住登外管理 59

23 財務会計 49

24 庶務事務 12

25 人事給与 11

26 文書管理 14

その他（外国人登録、子ども手当） 22

1,068

※2009～2019年：各年4月1日時点

※ 「業務ユニット」および「業務アプリケーションユニット」とは、現在、自治体業務の区分けとして全国的に普及している業務単位のアプリケーションであり、自治体での調達の最小単位を可能とするものを示している。

準拠ユニット製品総数 1,671

内
訳

■⾃治体業務アプリケーションユニット 1,２82
■サービス基盤 1５0
■GISユニット 88
■教育情報アプリケーションユニット 110
■防災業務アプリケーションユニット 7
■団体内統合宛名 18
■避難行動要支援者名簿及び被災者台帳
管理ユニットへの情報提供

1６

◆登録企業数 95社

「地域情報プラットフォーム」の普及状況 （４）地域情報プラットフォーム準拠登録製品 登録状況（H31年４月１日時点）

887

1417

「自治体業務ア
プリケーションユ

ニット」の内訳

総務省作成

1671
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 地⽅公共団体（1741市区町村）における準拠製品の導⼊状況は、全体で8７％※。
 地⽅公共団体においては、普及が遅れている分野があること、地域情報プラットフォームの意義（円滑な情報連

携が可能）が認識されていない可能性があること等から、今後⼀層の普及が必要と認識。
※地⽅⾃治情報管理概要（H30.3.30公表(H29.4.1現在)）より。「各システムにおける地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠した製品の導⼊状況」について、各システムにおいて、平成28年度まで

に導⼊済み、29年度までに導⼊予定、30年度までに導⼊予定と回答した⾃治体（市区町村）をカウント。
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GIS※︓⾃治体業務において、地図情報を活⽤可能と設定している製品
※Geographic Information System（地理情報システム）は、地理的位置を⼿がかりに、位置に関する情

報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加⼯し、視覚的に表⽰し、⾼度な分析や迅速な判断を可
能にする技術

 サービス基盤︓通信やBPM（Business Process Management）を
担うミドルウェア製品

 教育︓学校業務の中の指導要録、健康診断表についてデータ連携の
標準化を図った製品

 防災︓防災業務情報の中で共有すべきデータ連携の標準化を図った製品

「地域情報プラットフォーム」の普及状況 （２）地域情報プラットフォームの普及状況（３０業務）

総務省作成



GIS・防災に係る標準化
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⾃治体の庁内における業務システムのマルチベンダ化を進めるために、庁内の様々な業務システム間の情報連携を可
能とする標準仕様。⾃治体業務のうち、住⺠基本台帳、個⼈住⺠税等26業務をはじめとして防災、教育校務など

の業務の情報システム仕様について標準化。
 総務省事業として策定し、（⼀財）全国地域情報化推進協会（APPLIC）において「地域情報プラットフォーム

標準仕様書」として公開し、運⽤中。

地域情報プラットフォームにおけるGIS・防災標準仕様の策定

地域情報プラットフォームとは
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地域情報
プラット
フォーム

障害者福祉
システム

業務データ

乳幼児医療
システム

業務データ

高齢者福祉
システム

業務データ

介護保険
システム

業務データ

統合
データ
ベース

ベースマップとの
重ね合わせ表示

日常業務で更新

要援護者情報
障害者情報

乳幼児情報

高齢者情報

要介護者情報

市民課 福祉課 介護課 ・・・

要援護者の
所在地を容
易に視覚化

日常業務で蓄積された情報の位置に関する情報（住所）に
GISユニットの地名辞典を活用し

座標を付与することにより
地図上で情報を把握することが可能に！

・密集地域の対策は重
点的にしよう

・近くに支援者はいない
か？

・バリアフリーな避難経
路が確保できるか？

住所に座標を付与

GISDB

防災課

    

地理空間データ

地名辞典 地図データ

GIS共通サービス標準IF

GISユニット

フロント
連携

バック
連携

地域情報プラットフォームの防災利活用イメージ
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防災アプリケーションの活⽤イメージ（将来像）

民間（NPO
等）

迅速な
支援活動

関係機関

迅速・的確な
救命・消火・
ﾚｽｷｭｰ活動

連携近隣市町村・消防

迅速な
意思決定

連携都道府県

行政間の
協力連携

の早期確立

連携国

正確な情報
の把握

的確・迅速な
意思決定

連携

Ｊアラート

テレビ/ラジオ/
PC/モバイル端末
等での情報提供

街頭での
情報提供

データ構造の標準化 アプリケーション機能の標準化

防災情報の標準化
（ﾃﾞｰﾀ項目、通信仕様）

地域情報プラットフォーム
Lアラート

G空間防災
ｼｽﾃﾑ

公共ネットワーク（有線・無線・Wi-Fi）

災害現場、他地域への正確、ﾀｲﾑﾘｰ、必要
十分な情報の提供

安否情報、被災情報、被災者情報、救済情報、
避難行動要支援者名簿情報 等

災害現場の正確、ﾀｲﾑﾘｰな情報収集
被災情報、被災者情報、救済情報 等

災害現場への正確、ﾀｲﾑﾘｰな情報の提供と収集
被災情報、被災者情報、救援情報、安否情報、

避難行動要支援者名簿情報 等

情報収集・共有の強化的確な救済活動の実現住民サポートの向上

問合せへの
迅速な回答

避難場所等の救済
情報の迅速化

迅速・的確な救済活動 モバイル端末
災害映像

現地
情報

災害
画像
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防災業務アプリケーションユニット標準仕様のユニット体系について

防災業務アプリケーションユニット標準仕様の現⾏の体系、及び検討を⾏うTF、概要 は以下の通り。

防災業務アプリケーションユニット標準仕様

AB01  防災情報共有

AB11  避難⾏動要⽀援者名簿管理

AB12  被災者台帳管理

検討ＴＦ 概要

標準仕様ＷＧ
防災情報標準仕様TF

ＧＩＳ-ＷＧ
GIS-防災・業務ｼｽﾃﾑ

連携TF

・国や都道府県、市町村、その他災害対応活動
に関わる団体が個々に保有する災害情報をそれぞ
れの団体間で共有し、各種災害情報を閲覧、⼊
⼿することを可能とし、各団体の災害対応活動の

向上に寄与

・災害対策基本法の改正で義務化された、
避難⾏動要⽀援者名簿の情報を管理

・⾃治体で導⼊される被災者台帳管理ユニット等
と連携し、⾃治体や地域における住⺠の円滑な避
難⽀援に寄与

・災害発⽣時の被災者⽀援について、「⽀援漏
れ」や「⼿続きの重複」をなくし、中⻑期にわたる被
災者⽀援を総合的に実施するため、個々の被災
者の被害状況や⽀援状況、配慮事項等を被災
者台帳として⼀元的に集約
・他の⾃治体に被災者台帳情報を提供し、効率
的な被災者の⽀援に寄与
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国

都
道
府
県

市
町
村

住
⺠

団体内連携 防災データ連携団体間連携

緊急通報普及啓発

内閣府
国⼟

交通省気象庁

厚⽣
労働省

総務省
（消防庁）

消防
防災課河川課 道路課

港湾課砂防課

学校・避難所 ⾃主防災組織避難勧告

総務課⼟⽊課

市⺠課消防本部
等

A県

C市 D町

B県

E村 F市

内閣府
国⼟

交通省気象庁

厚⽣
労働省

総務省
（消防庁）

F市

B県

情報
政策課

情報
政策課

防災情報共有ユニット

防災情報アプリケーション

地域情報プラットフォーム

地域情報プラットフォーム

防災情報アプリケーション

防災情報共有ユニット

防災情報共有ユニット

防災情報アプリケーション

地域情報プラットフォーム

地域情報プラットフォーム

防災情報アプリケーション

防災情報共有ユニット

連携

連携

連携

連携

各省庁
情報
PF

各省庁
情報
PF

各省庁
情報
PF・・・

連携 連携

●防災情報共有ユニット
防災情報アプリケーションに格納されているデータを、地域情報プラットフォームを介
して、団体間及び団体内で共有するためのユニット。
共有の際のデータ項⽬、データ構造については、「防災業務アプリケーションユニット

標準仕様」で規定。

本TFの
検討範囲

＜標準仕様で定めるデータ項⽬＞

・災害状況 ・災害概況即報 ・被害状況_付加情報 ・被害状況_詳細情報
・避難勧告_指⽰情報 ・避難所情報 ・避難者情報 ・災害対応活動情報
・配備体制情報 ・通⾏規制情報 ・通⾏規制情報 ・⽔防活動情報
・⾃治体基礎情報 ・物資_資機材備蓄情報 ・道路被害情報 ・橋梁被害情報
・映像情報 ・避難場所情報

防災情報共有ユニットの連携イメージ
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出典：内閣府HP「災害対策基本法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５４号）」

http://www.bousai.go.jp/taisaku/minaoshi/kihonhou_01.html

避難行動要支援者名簿

被災者台帳

G空間（位置情報）を活用して防災と自治体業務を連携した標準化検討
・番号制度では、防災分野への利活用もいわれています。

「地域情報プラットフォーム」に準拠した自治体業務システムとＧＩＳユニットを活用して、避難行動要支援者名簿や
被災者台帳の作成の標準仕様化をしています。

＜地域情報プラットフォームの災対法改正への取り組み＞

災害対策基本法における避難⾏動要⽀援者名簿と被災者台帳作成
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避難行動要支援者名簿の更新＜仕組みの例＞
① 新たに当該市町村に転入してきた要介護高齢

者、障害者等や、新たに要介護認定や障害認定
を受けた者のうち、避難行動要支援者に該当する
者を避難行動要支援者名簿に掲載するとともに、
新規に避難行動要支援者名簿に掲載された者に
対して、平常時から避難支援等関係者に対して
名簿情報を提供することについて同意の確認を

行う。
② 転居や死亡等により、避難行動要支援者の異動

が住民登録の変更等により確認された場合は、
避難行動要支援者名簿から削除する。

（「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指
針」（H25.8, 内閣府）)

「市町村長は、被災者台帳の作成のため必要が
あると認めるときは、関係地方公共団体の長そ
の他の者に対して、被災者に関する情報の提供
を求めることができる。」（災害対策基本法90条

の3第4項）

「市町村長は、避難行動要支援者名簿の作成の
ため必要があると認めるときは、関係都道府県
知事その他の者に対して、要配慮者に関する情
報の提供を求めることができる。」（災害対策基

本法49条の10第4項）

「市町村長は、当該市町村に居住する要配慮者
のうち、避難行動要支援者の把握に務めるとと
もに、避難支援等を実施するための基礎とする
名簿（避難行動要支援者名簿）を作成しておか
なければならない。」（災害対策基本法49条の

10第1項）

避難行動要支援者名簿

の作成

要配慮者
の把握

避難行動要支援者名簿
の更新と情報の共有

被災者台帳の作成

「市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が
発生した場合において、当該災害の被災者の援
護を総合的かつ効率的に実施するため必要があ
ると認めるときは、被災者の援護を実施するため
の基礎とする台帳（被災者台帳）を作成すること
ができる。」（災害対策基本法90条の3第1項）

被災者への援護の実施

＜関連事務等＞ ＜根拠法令等＞

計画
・

平常時準備

発災

事前避難等の対応実施
警戒期

緊急対策期
～

応急対策期
～

復旧・復興期

＜地プラ標準化検討の観点＞

既存ユニットと整合性を持った
データ項目

住民異動や要介護・障害者認定に
合わせたデータ連携による

名簿の適時更新

住民基本台帳と避難行動要支援者名簿
とのデータ連携による

効率的で漏れのない被災者台帳の作成

地名辞典（GISユニット）を
活用した地域的な対象者の抽出

被災状況のデータ連携による
効率的で漏れのない減免措置等への

対応

番号法（別表第2）に基づく、
団体間でのデータ連携

災害対策基本法における避難行動要支援者名簿と被災者台帳作成の流れ
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【凡例】

【避難行動要支援者名簿、被災者台帳の作成・更新における地域情報プラットフォーム活用のメリット】
①各業務システム（ユニット）とのシームレスな情報連携により、避難行動要支援者名簿、被災者台帳を常に最新の状態に保つことが可能
②中間サーバー及び情報提供ネットワークシステムを介した、他の自治体との情報連携を容易に実現 【Ver 3.0】

（中間サーバー・ソフトウェアは、地域情報プラットフォームに準拠した既存システムとの接続性を考慮したものとなる予定であり、バージョン
アップにより接続可能）

地域情報PF IF
（既存）

地域情報PF IF
（新規検討）

【標準化検討の概要】
(1）業務の分析と標準的な業務の範囲等の検討。業務ユニット単位の確定
(2)地域情報PFによるデータ連携を考慮した、避難行動要支援者名簿、被災者台帳のデータ標準化
(3)避難行動要支援者名簿の随時更新を考慮したIFの標準化
(4)被災者台帳の迅速な作成を考慮したIFの標準化（団体間連携含む）

※IF検討にあたっては、SOAP連携を前提にしつつ、バッチ処理に対応する連携についても考慮

情
報
連
携
Ｎ
Ｗ
Ｓ

Ａ市

地名辞典
住民基本台帳 介護保険 障害者福祉

GISユニット 自治体業務アプリケーションユニット

中
間
サ
ー
バ
ー

地域情報PF
業務ユニット間IF

…

避難行動要支援者
名簿管理

被災者台帳
管理

他自治体

GIS自治体業務アプリケーションユニット

地域情報PF
業務ユニット間IF

…

被災者台帳

中
間
サ
ー
バ
ー

住民
マイポータルを利用した、各
種申請や申請状況の確認

新規
ユニット化

地域情報プラットフォームによる標準化検討の概要
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準拠登録製品の推進

業務ユニット 製品名 団体名 推奨マーク

AB11 避難⾏動要⽀援者名簿管理

避難⾏動要⽀援者管理システム ⻄宮市情報センター

PasCAL (株)パスコ

INSIDE (株)アイシーエス

AB12 被災者台帳管理 被災者⽀援システム 地⽅公共団体情報システム
機構

避難⾏動要⽀援者名簿管理
及び被災者台帳管理に対して
情報提供できる製品

住⺠基本台帳

TASKクラウド 住基システム (株)ＴＫＣ

e-SUITE for Cloud
住⺠基本台帳システム (株)ジーシーシー

ADWORLD 住⺠記録システム (株)⽇⽴システムズ

総合⾏政システム (株)RKK
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ-ｻｰﾋﾞｽ

住登外管理 e-SUITE for Cloud
宛名・住登外管理システム (株)ジーシーシー

総合⾏政システム (株)RKK
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ-ｻｰﾋﾞｽ

障害者福祉 e-SUITE for Cloud
障害者福祉システム (株)ジーシーシー

総合⾏政システム (株)RKK
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ-ｻｰﾋﾞｽ

介護保険 e-SUITE for Cloud
介護保険システム (株)ジーシーシー

総合⾏政システム (株)RKK
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ-ｻｰﾋﾞｽ

健康管理 e-SUITE for Cloud
健康情報システム (株)ジーシーシー

・⾃治体内の業務システムから避難⾏動要⽀援者管理システムや被災者台帳管理のシステムへ情報
・これらの情報から避難⾏動⽀援や罹災証明書発⾏等が円滑に⾏われる
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平成29年3月31日発行

内閣府作成
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内閣府の施策との連携
出典︓内閣府

（http://www.bousai.go.jp/updates/h280414jishin/h28kumamoto/okyuseikatu_wg.html）

内閣府作成



教育分野に係る標準化
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APPLICの校務の情報化・標準化の取組み

～「教育の質向上」に向けた「子どもと向き合うゆとり」の創出には、「校務の情報化」が
必要～

子どもに対する
ゆとりの創出

・教職員の校務負担軽減、効率化
・教職員・保護者の情報共有
・地域への情報公開促進
・情報セキュリティの確保 等

【校務の情報化の目的】

学校、地域・保護者、教育行政との連携

中央省庁

首長部局

教育委員会

地域・保護者

情報セキュリティの確保

事務負担軽減・効率化

地域への情報公開

保護者との情報共有の促進

学校

教育の質的向上

子どもへの
より細やかな対応

校務の情報化で子どもの進級・進学・転校時の情報共有を効率化
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■学習者情報アプリケーションユニット
学習者（児童・生徒）の様々な情報を、それぞれの学校および各団体間で、１個人単位でのデータ連携を可能とし、公立の小学校
・中学校・高等学校及び各団体間の教育支援活動の向上に寄与することを実現する。

指導要録：文部科学省の参考様式を基本として作成。【特別支援学級、特別支援学校 （小学部・中学部）にも対応】
学校設定科目や原級留置にも対応 【特別支援学校（高等部）にも対応】

※通信制の高等学校には対応しておりません。
※学齢簿情報とのデータ連携を実現（オプション機能）

学校保健業務に関わる団体が、個々に保有する学校保健情報をそれぞれの学校および各団体間で、１個人単位でのデータ連携を
可能とし、公立の小 学校 ・中学校・高等学校及び各団体間の学校保健活動の向上に寄与することを実現する。

健康診断票：（公財）日本学校保健会より出版されている「児童生徒健康診断マニュアル平成２７年度改定」にある
健康診断票・歯科検査表の様式参考例を基本として作成。

教育情報アプリケーションユニット標準仕様
校務基本情報データ連携（小中学校版V1.2、高等学校版V1.0）

■学校保健アプリケーションユニット

ＡＰＰＬＩＣが推奨する標準化について

■学習者情報アプリケーションユニット

学校業務には、学籍、成績、保健、備品管理など様々な業務があるが、本仕様では、法的に
定められている指導要録、健康診断票についてデータ連携の標準化を図るとともに、自治体
業務アプリケーションユニット標準仕様で定義される就学ユニットとの連携を図っている。
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学習評価及び指導要録の改善等に伴う標準仕様の改訂
中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会において、「児童⽣徒の学習評価の

在り⽅について（報告）」（平成31年1⽉21⽇）がとりまとめられたことを受け、⽂部科学省
が新学習指導要領における配慮事項、指導要録に記載する事項及び各学校における指導要
録作成に当たっての配慮事項等をとりまとめ、関係機関へ通知した（平成31年3⽉29⽇）。

これらより従来の指導要録を変更する必要があることから、教育・校務WGでは参考様式が⽰
された⼩中学校について、今年度の活動として仕様書の改訂を⾏うことを決定し、「校務基本情
報データ連携⼩中学校版 V2.0（案）」を作成した。

http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/1415169.htm
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教育情報アプリケーションユニット標準仕様
校務基本情報データ連携⼩中学校版V2.0における変更点

V2.0（案）における改訂ポイント

改訂における考え⽅ 対応内容

（１）⼩中学校版について
新学習指導要領に基づき
改訂を実施

・⽂部科学省より提⽰の新たな指導要録参考様式への対応を
⾏いV2.0とした

（２）過去仕様書
（V1.2まで）の参考様式
も包含する仕様とした

・データ⼀覧へ、いつの指導要録フォーマットであるかを⽰す「版」を
追加
・「特別の教科 道徳」の正式対応（V1.2では総合所⾒記載す
る暫定対応）
・⼩学校での外国語（英語）対応を追加
・新しい指導要領の観点コード値を追加（以前の指導要録の
コード値も残存）
・併せてXMLスキーマを変更

（３）その他 ・健康診断票については変更なし
・⾼等学校版のバージョンアップは来年度以降を予定
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新たな参考様式への対応
●小学校指導要録（参考様式）

・・・

●中学校指導要録（参考様式）



22

仕様書V2.0について

「教育情報アプリケーションユニット標準仕様 校務基本情報データ連携⼩中学校版 V2.0」
につきましては、以下にアップロードしております。

■仕様書V2.0アップロード先

https://www.applic.or.jp/private/standard/2019/Edu-WG/unitsiryou.zip
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